
 
 



ま え が き 

中国地方は瀬戸内海と日本海に囲まれた自然豊かな地域です。しかしながら、

戦後の高度経済成長を背景とした都市化の進展により、公共用水域の水質汚濁

が進行するとともに、都市域における浸水被害が多発してきました。これを受

けて、中国地方では、汚水処理や雨水排除等を担う下水道の整備を鋭意進めて

きました。 

しかし、中山間地域を多く抱える中国地方では、下水道整備の進捗は依然と

して全国平均と比べると遅れています。また、高潮による浸水被害の発生も特

徴として見られます。この状況を克服するために、平成16年度に中国地方の今

後の下水道整備のあり方を示す「中国地方下水道ビジョン」を策定し、下水道

整備の将来像や必要な整備項目等を提示しました。 

このビジョンを策定した後、全国的な傾向として、人口減少や少子高齢化、

地球温暖化防止、下水道施設の老朽化、厳しい財政状況などの下水道を取り巻

く諸情勢が変化してきたこともあり、社会資本整備審議会では超長期視点での

下水道の目指すべき姿を提示するとともに、今後概ね10年程度の下水道政策の

進むべき方向性等を具現化した「下水道中期ビジョン～「循環のみち」」を平

成19年度に公表し、「安全・環境の重視」、「管理・経営の重視」、「地域性

の重視」や「事業の重点化」などの視点を示しています。 

今回改訂した中国地方下水道ビジョンでは、現在の中国地方における特徴的

な課題と上記のような下水道を取り巻く状況を再整理したうえで、これまでの

ビジョンで掲げた４つの将来像に新たに２つの将来像を加えたこと、下水道事

業において今後10年程度を見据えた中長期的に取組むべき施策の方向性及び

重点施策を整理するとともにその実効性の向上を図るべく具体的な5年間の取

り組みを示したこと等が特色となっています。 

なお、本ビジョンは、学識経験者、NPO代表などからなるアドバイザーから

のご意見を反映させるとともに、中国地方整備局、鳥取県、島根県、岡山県、

広島県、山口県及び広島市が協働して策定しました。 

本ビジョンが、中国地方の各自治体が今後策定する「下水道中期ビジョン」

に活用されることを期待します。 

 

平成21年７月 
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１．１ 背景と目的 

○下水道ビジョン策定の背景 

 中国地方は、日本海の海岸や砂丘、瀬戸内海の白砂青松などの豊かな自然環境を有し

ており、人々はきれいな水と豊かな自然のなかで生活を営んできました。 
 しかしながら、戦後の高度経済成長とそれに伴う都市化の進展による生活様式、土地

利用の変化は、工場排水、生活排水等の垂れ流しによる河川、湖沼及び海域の水質汚濁
さ 5）を発生させ、特に多島美と豊かな水産資源を誇る瀬戸内海は、赤潮あ 1）の発生など

水質汚染が深刻化しています。 
 また、近年、集中豪雨の頻度の増加、都市化による雨水流出量の増大、潮位た 4）及び

河川水位の影響等による浸水さ 4）が頻繁に発生している状況にあります。 

 このような状況のもと、汚水の処理や雨水の排除等を担う下水道整備は、明治５年に

東京で下水道が築造されて以降、その役割を増しながら、下水道整備５[７]箇年計画か 9）

等のもと進められてきました。中国地方においても、東京から 36 年遅れた明治 41 年

に広島市で下水道の築造が始められ、昭和 50 年代以降に事業着手する市町村が増加し、

下水道処理人口普及率か 8）では年平均で毎年２％を上回る伸びを見せ、全国との整備水

準の差は大きく回復したものの、依然、10 年程度の遅れが見られます。 
 そこで、この状況を改善するために、平成 16 年度に中国地方の今後の下水道整備の

あり方を示す「中国地方下水道ビジョン」（以下、前ビジョン）を策定し、下水道整備

の将来像や必要な整備項目等を提示しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   図．下水道の役割のあゆみ   
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○前ビジョンのフォローアップ 

 前ビジョンにおいては、４つの将来像を掲げ、将来像を実現するための整備水準を把

握するための指標とその目標を設定しました。 

 
前ビジョンの将来像とその整備目標 

将 来 像 
整備水準を 

把握するための指標 
整備目標と実績（H19） 

Ⅰ「快適で魅力ある生活環境

の実現」 

下水道処理人口普及率 

 

目標 60.0％ 

実績 58.1%[目標まで 1.9 ポイント;未達成] 

Ⅱ「安全で誰もが安心して暮

らせる地域づくり」 

都市浸水対策達成率 

た 6） 

目標 45.0％ 

実績 43.0％[目標まで 2.0 ポイント;未達成] 

高度処理人口普及率 

か 13）か 14） 

目標 19.0％ 

実績 19.1%[目標に到達] 

Ⅲ「瀬戸内海などの美しく豊

かな水環境の保全と再生」 

合流式下水道改善率 

か 15）か 16） 

目標 10.0％ 

実績 13.1％[目標に到達] 

Ⅳ「資源の利活用による循環

型社会の構築」 

下水汚泥リサイクル率 

か 6）か 7） 

目標 76.0% 

実績  76.0%[目標に到達] 

 

 前ビジョン策定後、中国地方の下水道事業を取り巻く環境は、市町村の合併による行

政エリアの枠組みの変化、下水道法の改正など、大きく変化してきました。このような

中で鋭意整備を継続した結果、「水環境の保全と再生」「循環型社会の構築」の将来像

については、前ビジョンで掲げた整備目標に到達することができました。一方、「生活

環境の実現」「安心して暮らせる地域づくり」の将来像については、整備水準は向上し

たものの、社会情勢の変化等により、下水道事業費が５ヶ年で約１５％減少したこと、

また、下水道施設の改築・更新等、課題への対応が求められたことから、僅かながら整

備目標には届きませんでした。 
 今後は、少子高齢化・人口減少、資源・エネルギーの枯渇、地球温暖化た 3）、下水道

施設の老朽化等、下水道事業を取り巻く情勢が変化するとともに、財政的制約が強まる

ものと考えられます。このような中、前ビジョンで掲げた以上の整備の歩みを確保する

ためには、今後の下水道整備のあり方とともに、効率的かつ効果的な下水道整備へと誘

導するための取り組みを示すことが重要であると考えます。 
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○我が国の下水道の動向 

 「下水道政策研究委員会（国土交通省下水道部と（社）日本下水道協会が設置した機

関）」は、下水道を取り巻く諸情勢の中長期的な変化に対して今後の下水道行政の進む

べき方向性を検討するため、同委員会の下に「下水道中長期ビジョン小委員会」を設立

し、100 年間という超長期の視点から下水道の目指すべき姿を提示した「下水道ビジョ

ン 2100」を公表しました。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．「下水道ビジョン 2100」の基本コンセプト 

 
 
 そして「下水道ビジョン 2100」の成果、100 年の計を現実のものとすべく、少子高

齢化・人口減少、地球温暖化、下水道施設の老朽化等、下水道を取り巻く諸情勢の変化

を考慮して、より具体の行動計画である今後 10 年を見据えた下水道政策の基本的方向

と施策毎の整備目標及び具体施策の考え方について検討した成果として「下水道中期ビ

ジョン」を公表しました。 

・「排除・処理」から「活用・再生」への転換を図る

下水道 から 「循環のみち」 への転換

「普及拡大」中心の２０世紀型の下水道

⇒「健全な水循環と資源循環」を創出する２１世紀型下水道への転換

基 本 コ ン セ プ ト

水のみち水のみち 資源のみち資源のみち 施設再生施設再生

・「排除・処理」から「活用・再生」への転換を図る

下水道 から 「循環のみち」 への転換

「普及拡大」中心の２０世紀型の下水道

⇒「健全な水循環と資源循環」を創出する２１世紀型下水道への転換

基 本 コ ン セ プ ト

水のみち水のみち 資源のみち資源のみち 施設再生施設再生
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  中期の下水道政策のあり方 

○基本的な考え方 

・ 多様な主体の参加と・協働への転換 

・ 地域特性に応じた整備手法へと転換 

・ 管理の適正と経営の安定化 

  ○役割分担 

・ 地方公共団体における地域の最適解の実現 

・ 国による広域調整と事業のあり方を呈示 

・ 民間活力の活用 

○ 施策展開の進め方 

（１） 住民参画への転換 

・ 住民等の意見を事業に反映 

（２） 選択と集中 

・ 優先度の明確化 

・ 重点整備地区の設定 

・ 目標水準の設定 

（３） 整備手法等の転換 

・ 総合的な計画手法への転換 

・ 多様で柔軟な設計・施工手法への転換 

（４） ストックマネジメントさ 7）への転換 

・ 整備、管理、更新か 11）の一体的な最適化による戦略的なストック

マネジメントのシステムの構築 

 

資料）平成 21 年度下水道事業概算要求概要（国土交通省）をもとに作成。 

 
 また地方公共団体においても、多様な関係主体と連携して、地域のニーズや特性を踏

まえ、地域の自主性を活かしつつ、自ら創意工夫した取り組みを推進し、最適解の実現

に貢献する必要があることから、国は地域にとっての目標像の実現のための手段の一つ

として、「下水道中期ビジョン（中期構想）」と「下水道アクションプログラム（行動

計画）」の策定の必要性をうたっています。 
 

下水道中期ビジョン～「循環のみち」の実現に向けた 10 年間の取り組み～ 
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中国地方整備局、鳥取県、島根県
岡山県、広島県、山口県、広島市

新たな
「中国地方下水道ビジョン」

下水道中期ビジョン
　・基本的な考え方
　・役割分担
　・施策展開の進め方
　　　　　　　　　を明示

下水道ビジョン2100
超長期的な視点からの下水道
の目指すべき姿
”循環のみち"への転換

前「中国地方下水道ビジョン」

前「中国地方下水道ビジョン」
のフォローアップ

少子高齢化・人口減少

資源・エネルギーの枯渇、
地球温暖化

下水道施設の老朽化

財政的な制約の強まり

中国地方の特徴的な課題

○ 中国地方下水道ビジョンの目的 

 国の下水道政策の動向、前ビジョンのフォローアップ、下水道を取り巻く諸情勢の変

化等を踏まえ、中国地方整備局、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県及び広島市

は、学識経験者、NPO 代表などからなるアドバイザーからのご意見を反映し、これか

らの中国地方の下水道が目指す将来像と、将来像実現に向けた施策の方向性と取り組み

を示すべく「中国地方下水道ビジョン」の改訂を行いました。 
 新たな「中国地方下水道ビジョン」では、下水道事業を取り巻く情勢の変化、多様化

する下水道事業の課題、中国地方の現状の地域特性等から、将来像の実現に向けて取り

組む施策の軸とすべく、今後 10 年程度かけて取り組む下水道の施策の方向性を掲げま

した。 
また現時点において、中国地方の下水道事業が直面している課題により早く効果的に

対処し、下水道の施策の方向性を確実に実現するために、今後５年間に取り組むべき具

体的な施策とその達成目標を、それぞれ“５年間の取り組み”、“５年後のすがた”と

して掲げました。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新たな「中国地方下水道ビジョン」策定に向けた流れ 
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Ⅰ．快適で魅力ある生活環境の実現

Ⅱ．安全で誰もが安心して暮らせる地域づくり

Ⅲ．瀬戸内海などの美しく豊かな水環境の再生と保全

Ⅳ．資源の利活用による循環型社会への貢献

前
ビ
ジ

ョ
ン
か
ら

継
続

Ⅴ．持続的な下水道サービスの提供

Ⅵ．事業の継続性を維持するための下水道経営
新
規

新たな「中国地方下水道ビジョン」

１．２ 「中国地方下水道ビジョン」が目指す将来像 

 前ビジョンにおいては、よりよい中国地方をつくっていくために下水道が目指す 4 つ

の将来像を掲げ、必要な施策メニューを位置付けるとともに、その実施に努めてきまし

た。 
 改訂した「中国地方下水道ビジョン」では、前ビジョンの将来像をふまえ、次のよう

な 6 つの将来像を掲げました。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

新たな「中国地方下水道ビジョン」の将来像 

 
 新たな「中国地方下水道ビジョン」で掲げた 6 つの将来像は、次のような理由から掲

げました。 
・  将来像Ⅰ～Ⅳについては、前ビジョンから継続の将来像として位置付けました。 

これらの 4 つの将来像は、今後の下水道にとっても必要な項目であり、引き続き、

整備水準の向上を目指すべきところから掲げています。 
・  将来像Ⅴ「持続的な下水道サービスの提供」と将来像Ⅵ「事業の継続性を維持

するための下水道経営」は、新たに追加した将来像です。 
 「下水道中期ビジョン」の基本的な考え方に示す「管理の適正化と経営の安定

化」は、前ビジョンの将来像では十分に反映してきれていない要素であることか

ら、これに対応した 2 つの将来像を追加しました。 
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 前ビジョンと本ビジョンの将来像の関連性を整理すると、次のようになります。この

ように本ビジョンの将来像は、前ビジョンの将来像を実現するための施策をすべてフォ

ローし、かつ地球温暖化への対応、耐震対策、経営基盤の強化といった前ビジョンの中

で明確に位置づけられていない施策を考慮したものとなっています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
前ビジョンと本ビジョンの将来像の関連 

 

Ⅰ

Ⅰ Ⅱ

Ⅱ Ⅲ

Ⅲ Ⅳ

Ⅳ ⑩地球温暖化への対応 Ⅴ

⑪耐震対策

⑫経営基盤の強化

Ⅵ

前ビジョンの将来像を実現する
ための施策

⑤下水処理水の有効利用の推進

④合流式下水道の改善

③閉鎖性水域の水質保全・改善

②浸水対策の推進

①汚水処理の普及促進

快適で魅力ある生活環境の
実現

安全で誰もが安心して暮ら
せる地域づくり

瀬戸内海などの美しく豊か
な水環境の再生と保全

持続的な下水道サービスの
提供

資源の利活用による循環型
社会への貢献

快適で魅力ある生活環境の
実現

事業の継続性を維持するた
めの下水道経営

資源の利活用による循環型
社会の構築

瀬戸内海などの美しく豊か
な水環境の保全と再生

安全で誰もが安心して暮ら
せる地域づくり

⑨連携・協力による下水道整備の推進

⑧下水道施設の適正な維持管理と計画的
な改築更新

⑦下水道空間の積極的な活用

⑥下水汚泥の減量化・リサイクルの推進

前ビジョンの将来像 本ビジョンの将来像

◎汚水処理の未普及解消
（①⑨）

◎浸水対策の推進
（②⑨）

◎汚濁負荷量の削減
（③④⑨）

◎下水道資源・エネルギー
の利活用
◎地球温暖化への対応
（⑤⑥⑦⑨⑩[新規]）

◎下水道施設の機能維持と
向上
(⑧⑨⑪[新規])

◎経営基盤の強化
（⑨⑫新規[新規]）

施策の方向性
(○数字は前ビジョンにおける施策)

前
ビ
ジ
ョ
ン
か
ら
継
続

新
た
な
将
来
像
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２．１ 地域特性 

１）地勢 
 「平坦な土地が少なく、山地・丘陵地を多くかかえる地形」が中国地方の特徴であり、

山陽側と山陰側でそれぞれ次のような特徴を有しています。 
   山陽側：瀬戸内海沿岸から比較的緩やかに中国山地の山頂へ向かって 
       台地・高原などを形成。 
   山陰側：日本海沿岸から中国山地までの距離が短く、比較的急峻な地形。 

標高分布図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：国土地理院発行「数値地図 50m メッシュ（標高）」を使用して作成 

地形別面積構成比 

50% 60% 70% 80% 90% 100%

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

中国地方

全国

山地 丘陵地 台地 低地 内水域等

0%

山
陰

山
陽

 

傾斜度別面積構成比 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

中国地方

全国

 0°～ 3° 3°～ 8°
 8°～ 15°  15°～ 20°
 20°～ 30°  30°以上

山
陰

山
陽

 

資料：国土庁長官官房総務課「国土統計要覧」、「昭和 57 年度国土数値情報作成調査」による。 

２．中国地方における下水道の現状と課題 
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２）気候 
 中国地方は日本海岸式気候（山陰側）と瀬戸内式気候（山陽側）の２つに分類され、

気温や降水量に次のような違いが生じています。 
  気温 ： 年平均気温で比較すると、山陽側の気温は山陰側に比べ１～２℃程高い。 
  降水量：冬季の山陰側は季節風の影響で比較的降雪量が多い。一方、山陽側の 
      降雪量は少なく、年間降水量に違いが生じている。 

 
月別平年気温・月別平年降水量 

（主要都市：松江、鳥取、下関、広島、岡山 1971～2000 年の平均） 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：気象庁観測部管理課「気象庁年報」 
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6,992 6,945 6,871 6,997
7,366

7,586 7,748 7,745 7,774 7,732 7,676

90,077

94,302

99,209

104,665

111,940

117,060
121,049

123,611
125,570 126,926 127,768

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005

（昭和30）（昭和35）（昭和40）（昭和45）（昭和50）（昭和55）（昭和60）（平成２）（平成７）（平成12）（平成１７）

中
国

地
方

人
口

（
千

人
）

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000

140,000

全
国

人
口

（
千

人
）

中国地方 全国

4.4%
7.5%

32.5%

4.3%14.2%

16.4%

6.0%

3.2%

11.5%

北海道

東北

関東

北陸

中部

近畿

中国
四国

九州

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005

（昭和30）（昭和35）（昭和40）（昭和45）（昭和50）（昭和55）（昭和60） （平成２） （平成７） （平成12）（平成１７）

人
口

（
千

人
）

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 広島市

山口県
19.4%

岡山県
25.5%

広島市
15.0%

広島県
(広島市除く）

22.4%

鳥取県
7.9%

島根県
9.7%

３）人口 
 中国地方の総人口は平成 17 年国勢調査時点で約 768 万人であり、日本の総人口の

6.0%を占めています。全国では増加傾向を示していますが、中国地方では平成 7 年以

降減少に転じています。 
 中国地方各県の行政人口を比較すると山陽側の総人口の割合が高くなっています。人

口推移を見ると、鳥取県・島根県・山口県で漸減、岡山県・広島県が横ばいで推移して

います。 
 65 歳以上人口の割合は全国値を上回り、高齢化か 17）が進行しています。 

 

人口の割合と推移（中国地方、全国） 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

                                  

資料）「国勢調査」 

人口の割合、推移（各県及び広島市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   

（広島県には広島市を含む）資料）「国勢調査」 

                                           

 
か 17） 高齢化：国際連合では、高齢人口比率（65 歳以上高齢人口の占める割合）が 7%以上となった社会

を「高齢化社会」、14%以上となった社会を「高齢社会」と定義している。 
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32.8% 29.8%
25.0% 22.9% 23.1% 22.7% 21.3% 18.3% 16.1% 14.7% 13.9% 13.8%

60.4%
62.9%

66.7% 67.8% 66.7% 65.8% 65.9%
66.7%

66.1%
64.7%

63.1% 66.1%

6.8% 7.4% 8.3% 9.3% 10.1% 11.4% 12.8% 15.0% 17.7% 20.6% 23.0% 20.2%
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（昭和30） （昭和35） （昭和40） （昭和45） （昭和50） （昭和55） （昭和60） （平成２） （平成７） （平成12） （平成１７）（平成1７）

年
齢

別
人

口
構

成
比

0～14歳 15～64歳 65歳～

  年齢別人口構成比の推移（中国地方、全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「国勢調査」 
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0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000

広島市

山口県

広島県

岡山県

島根県

鳥取県
県内総生産（億円）H12価格

第一次産業

第二次産業

第三次産業

26.9%

32.0%

35.9%

41.6%

34.9%

23.4%

29.8%

71.9%

66.8%

83.5%

63.1%

57.3%

65.4%

74.3%

68.0%

1.2%

1.2%

0.1%

1.0%

1.1%

1.3%

2.3%

2.3%

16.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

中国地方

広島市

山口県

広島県

岡山県

島根県

鳥取県

第一次産業

第二次産業

第三次産業

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

全国

中国地方

広島市

山口県

広島県

岡山県

島根県

鳥取県

第一次産業

第二次産業

第三次産業

人口１人当たり県市民生産)
(千円/人)

４）経済 
 中国地方の産業について産業分類別県内総生産の視点から整理すると、山陽側が高く、

山陰側が低くなっています。各県とも第２次産業、第３次産業の割合が高く、第１次産

業の割合は小さなものとなっています。 
 １人あたりの県内総生産で比較すると、県間での格差が大きく、広島県、広島市は全

国平均を上回っています。 

 

産業分類別県市内総生産及び産業分類構成比（各県、中国地方、全国）    

 

産業分類別県市内総生産            産業分類構成比   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  人口１人あたり県内総生産（各県、中国地方、全国） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：「平成 17 年度国民経済計算」(内閣府 H20.5) 
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５）財政 
 中国地方の各市町村の財政状況を見ると、実質公債費比率さ 3）18%を超過し、かつ、

財政力指数さ 1）が 1.0 を下回る市町村が数多く存在し、財政的にみて脆弱な傾向である

といえます。 

 
中国地方における市町村における公債費比率と財政力指数の状況 

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

平成18年度　実質公債費比率（％）

財
政
力

指
数

（
平

成
1
７
年
）

全国実質公債費比率　15.5%

財政力指数　0.51

中国地方実質公債費比率　18.8%

財政力指数　0.45

実質公債費比率：赤信号（1 8%超）

財政力指数：財源に余裕（１ .0超）

　の市町村（0市町村）

実質公債費比率：青～黄信号（1 8%未満）

財政力指数：財源に余裕（１ . 0超）

　の市町村（２市町村）

実質公債費比率：青～黄信号（1 8 %未満）

財政力指数：財源不足（１. 0未満）

　の市町村（4 7市町村）

実質公債費比率：赤信号（18 %超）

財政力指数：財源不足（１ . 0未満）

　の市町村（6 3市町村）

                                        資料：「平成 18 年度 市町村別決算状況調」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                

さ 3） 実質公債費比率：地方公共団体における公債費による財政負担の度合いを判断する指標として、起債

に協議を要する団体と許可を要する団体の判定に用いられるもの。 

  実質公債費比率が 18％以上の団体については、一定の地方債（一般単独事業に係る地方債）の起債が

制限される。 

さ 1） 財政力指数：地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た

数値の過去 3 年間の平均値。 
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0

10

20

30

40

50

60

70

80

下
水

道
処

理
人

口
普

及
率

(%
)

全国平均

中国平均

全国平均 56 58 60 62 64 65 67 68 69 71 72

中国平均 40 42 44 46 48 50 52 54 55 56 58

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

全国平均と比べて
10年前の水準

２．２ 汚水処理の状況 

○現状 

 全国の下水道の処理人口普及率は平成 19 年度末で約 72％に達していますが、中国地

方は約 58％であり、約 10 年前の全国値に相当します。そして、中国地方の整備水準が

全国値の 10 年前という差は 5 年前から縮まっていません。 

 
 

        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
         

資料） 中国地方整備局資料 

 
    
 
 
 
 
 
 

  

か 8） 下水道処理人口普及率：行政区域内の総人口に占める処理区域内人口の比率をいい、百分率で表 

す。 

     下水道処理人口普及率（％）= 
総人口

処理区域内人口
×100 

下水道処理人口普及率か 8）の推移 
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人口規模 100万人以上 50～100万人 30～50万人 10～30万人 5～10万人 5万人未満 計

総人口（万人） 114 68 93 267 76 146 765

処理人口（万人） 106 37 59 139 35 56 432

資料）　中国地方整備局調べ 島しょ部の普及率はH17国勢調査人口に基づく行政人口で算出した。

9.8%
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倉敷市

福山市
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58 .1％

全国平均

71 .7％

雲南市

高梁市

庄原市

美祢市

等

浜田市

総社市

三次市

萩市

　等

出雲市

尾道市

三原市

東広島市

廿日市市

岩国市

等

■全国との差

■都市規模別中国平均

5万人未満

の都市と比

べて約

30％低い。

島しょ部

この中国地方での下水道処理人口普及率の伸び悩みは、都市部での普及の伸び悩みが原

因の一つとして挙げられます。特に人口規模が 10～30 万人の都市と 50～100 万人の都

市の普及率において、全国平均との格差が大きくなっています。 
 また瀬戸内海・隠岐諸島などの島しょ部等においては、地形的な制約から下水道整備

を円滑に進められず、下水道の普及が伸び悩んでいます。 

 
                       都市規模別下水道処理人口普及率 
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○背景 

 中国地方の汚水処理施設あ 5）整備については各地域で下水道の比率が異なっており、

山陰地方（鳥取県、島根県）においては農業集落排水施設等な 4）の比率が 20%を超えて

いる状況です。このように中国地方の下水道整備においては、各県の効率的な汚水処理

施設整備のための都道府県構想（以下、都道府県構想）の中で、都市・集落の形態及び

規模に応じた汚水処理施設の整備手法と、その整備区域を定め、鋭意その整備に努めて

きました。 
都道府県構想における事業別の比率 

81.1

88.1

87.2

75.2

9.4

4.9

21.3

9.5

7.4

7.9

3.5

63.2 21.2

4.6

15.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

山口県

広島県

岡山県

島根県

鳥取県

下水道 農業集落排水施設等 合併浄処理浄化槽か3）

        資料）各県の都道府県構想 

        鳥取県 H14 年見直し「鳥取県生活排水処理施設整備構想」 

        島根県 H18 年見直し「島根県汚水処理施設整備構想」（第３次構想） 

        岡山県 H15 年見直し「クリーンライフ 100 構想」 

        広島県 H16 年見直し「広島県汚水適正処理構想」 

        山口県 H16 年見直し「山口県汚水処理施設整備構想」 

 

 

 

 

 

                                                                        

な 4） 農業集落排水施設等：農村地域の汚水等を集約して処理する施設。ほかに漁村集落、林業集落を対象とし

たものもある（農林水産省所管）。 

か 3） 合併処理浄化槽：し尿と生活雑排水を個別に処理する施設（環境省所管）。 
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 しかしながら市街地で未普及地区が多いのは、市街地の拡大に下水道の整備が追いつ

けていない点が挙げられます。人口集中地区、主に市街地においては、新たな人口集中

地区が分散して拡大しており、一様な整備では整備効率の低下を招く要因となっていま

す。 

 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     資料） 中国地方整備局作成 

 
また、中国地方は中山間地域、島しょなどの起伏に富んだ地形を形成しているうえ、

島しょ等では周辺漁業への水質面での配慮等が求められるなど、既存工法のみによる施

工等では、事業費の増大と工期の長期化等の一因となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料）「山口県汚水処理施設整備構想」をもとに作成 

 

岡山市における人口集中地区の変遷 

山口県周防大島町における処理区の配置 
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高度処理人口普及率
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　　　 H14　50.2％

目標値
60.0％

 7.9％上積み

H19
58.1％

下水道処理人口普及率

目標未達成

○前ビジョンのフォローアップ 

下水道処理人口普及率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           下水道処理人口普及率の目標達成状況 

 

【目標達成状況】 
 前ビジョンの基準年である平成 14 年から約 10％の向上を見込み 60％を目標とし

ていましたが、平成 19 年度末では 58.1％となり、目標達成には至りませんでした。 
【考察】 
 普及率の伸びは平成 10～14 年、平成 15～19 年の各 5 ヶ年とも 8％の伸びを維持

しており、整備は着実に進んでいますが、全国平均と比べて人口規模が 10～100 万

人の都市部での普及の格差が目立っています。このため、下水道処理人口普及率の

向上にはこれら都市部での整備促進が必要です。 
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資料）「国勢調査」
　　　 「国立社会保障・人口問題研究所」
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○新たな課題 

 中国地方においては、人口減少が全国よりも約 10 年早く発生しており、今後はより

一層の人口減少が予想されます。 
 下水道処理人口普及率の向上が強く望まれる一方で、人口減少社会の到来による、汚

水量の減少や下水道整備等への影響が懸念されます。 

 
            年齢構成別人口推移及び見通し 

 

資料）国勢調査 

   国立社会保障・人口問題研究所ＨＰ 
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資料）水害統計（平成 14～18 年）をもとに集計・作成 

高潮 洪水内水 その他

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000 45,000

浸水被害戸数(戸)

瀬
戸
内
海
側

日
本
海
側

か 12） 

２．３ 浸水対策の状況 

○現状 

 近年、突発的豪雨による浸水被害が多くなっており、住民の浸水被害に対する関心が

高まってきています。 
 中国地方においても浸水被害は頻繁に発生しており、瀬戸内海側において被害が顕著

となっています。特に内水な 1）被害とともに高潮た 1）被害の比率が高くなっている特徴

が見られます。 
瀬戸内海側・日本海側の原因別浸水被害戸数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
            資料) 「水害統計」H14～18 をもとに作成 

  
瀬戸内海側の内水被害のうち、被害の大きい床上浸水の原因別内訳では、外水位か 1）

（潮位た 4）、河川水位）を原因とするものが約７割を占めています。一方、日本海側で

は浸水被害の多くを内水被害が占める状況となっています。 

  
 
 
                                                                              
な 1） 内水：排水区域内において一時的に大量の降雨が生じた場合に、下水道及びその他の排水施設により河

川、海域等の公共の水域に排水できず、区域内に残った雨水のこと。→用語集 な１）を参照。 

た 1） 高潮：天体の動きによって起こる周期的な潮汐ではなく、強風や低気圧などの気象上の原因で潮位が高く

なる現象。 

か 12) 洪水：流域に降った雨や雪解け水が水路や河道に流出し、水位および流量が増大する現象。 

た 4）  潮位：ある基準面から測った海面の高さ。 

か 1)  外水位：海岸における護岸または河川における堤防の外側の水位のこと。 
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このような様々な原因の浸水被害に対して、各都市では浸水危険箇所、避難場所等の

情報が示されたハザードマップは 3)を整備しています。しかしながら、下水道部局が主

体となって作成すべき内水被害に関するハザードマップは、最も作成が遅れている状況

となっています。 

 
           浸水被害の状況とハザードマップ作成状況 

資料）国土交通省ハザードマップポータルサイト及び「水害統計」（国土交通省河川局）
　　　　をもとに中国地方整備局が作成。

洪水：河川はんらんを原因とする浸水被害
内水：水路の能力不足等を原因とする浸水被害
高潮：潮位上昇を原因とする浸水被害

を作成

を原因とする浸
水被害が発生

 

  資料  水害状況：「水害統計」（平成 14～18 年） 

       ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ作成状況：国土交通省ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄ 

 

 
 
 
 
 

                                       
は 3） ハザードマップ：万一の災害に備え、避難場所や避難経路、予測される被害、緊急連絡先、災害時の心 

得などを書き込んだ地図のこと。 
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○背景 

 内水被害には、水路の流下能力不足、施設整備の遅れの他、河川水位・潮位の上昇等

により、内水が排除できなくなるために生ずる浸水被害があります。 
 とりわけ、瀬戸内海側では潮位変動が大きいため、このような浸水被害が生じやすく、

台風接近時等はさらなる潮位上昇が生じ、外水位の影響による浸水戸数の比率が高くな

ります。 
 したがって、内水対策のみでは浸水被害の解消に限界があります。 

 

地区別潮位推算値（2007.大潮)
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瀬戸内側と日本海側の潮位変動の比較

H3既往最高476cm
台風19号接近時

資料）海上保安庁HP

 

瀬戸内海側と日本海側の潮位変動の比較 

資料）海上保安庁 HP （2007.9.26 大潮時の推算値） 
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○前ビジョンのフォローアップ 

都市浸水対策達成率た 6） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

都市浸水対策達成率の目標達成状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

た 6） 都市浸水対策達成率：下水道における都市浸水対策達成率（％）=
面積雨水対策整備対象区域

雨水対策整備済面積
×100 

 

公共下水道又は都市下水路における都市浸水対策の整備対象区域の面積のうち、概ね５年に１回程度の

大雨に対して安全であるよう、すでに整備が完了している区域の面積の割合。 

あ 3） 雨水対策整備対象区域面積：概ね 5 年に 1 回程度の大雨（降雨強度 40～50mm/hr 程度）に対して、市 

   街地の雨水対策が必要な区域の面積。これまでは、浸水対策を含む雨水対策の整備面積を対象としていた

が、フォローアップを踏まえ、課題への取り組みをよりわかりやすくするため、浸水対策の必要性がある地区で

の対策の進捗を把握する観点から、浸水実績を有する、または、浸水の恐れがある地区等で、公共下水道又

は都市下水路における都市浸水対策を実施すべき区域の面積とした。 

あ 2） 雨水対策整備済面積：雨水対策整備対象区域面積のうち、公共下水道等による雨水対策が完了してる区域

の面積。 

【目標達成状況】 
 前ビジョンの基準年である平成 14 年から約 10％の向上を見込み、45％を目標と

していましたが、平成 19 年度末で 43％となり、目標達成には至りませんでした。 
【考察】 
 下水道による都市浸水対策は平成14年値と比較して、約3,700haの整備がなされ、

着実に進められてきていますが、浸水対策の施設整備は施設規模が大きく、施工が

長期に渡り、多大な費用を要することと、放流先となる河川・港湾等の関連部局と

の調整を要することが、整備の伸び悩みの原因であると考えられます。 
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○新たな課題 

 近年は突発的豪雨の発生頻度が増加する傾向にあります。ポンプ施設や排水路の建設

等のハード対策が計画どおり進捗しても、計画降雨を上回る豪雨の発生頻度が増加し、

浸水被害の危険性が増しつつあります。 
 また、都市化の進展による農地や緑地の減少により、雨水の地下浸透量は低下し、雨

水が流出しやすい状況になりつつあります。 
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資料）「日本の下水道」（平成 20 年度版） 

農地の減少及び市街化区域内における農地から宅地等への転用状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料）「農地の移動と転用」（農林水産省ＨＰ） 
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２．４ 閉鎖性水域の水質保全 

○現状 

 中国地方における公共用水域の水質環境基準さ 6）達成状況を見ると、陸域を貫流する

河川域では環境基準を達成している地点が多い一方で、宍道湖・中海・児島湾及び瀬戸

内海沿岸では環境基準の未達成地点が多く、未達成水域では赤潮等の発生が見られます。 
 瀬戸内海側ではカキ等の養殖が盛んに行われていますが、赤潮の発生等による漁業被

害が発生しています。 

 
中国地方における水質環境基準達成状況(H18)及び赤潮発生状況（H16～18） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                       

あ 1） 赤潮：浮遊生物の異常繁殖により海水が赤褐色になる現象をいう。酸素不足、有害物質分泌等により、

魚介類に大被害を与える。 

さ 6） 水質環境基準：環境基本法に定められている、人の健康を保護し、生活環境を保全するうえで維持され

ることが望ましい水質汚濁に係る基準。   

     ※は 4）ＢＯＤ 、さ 2）ＣＯＤ は２頁後に注記。 

●基準超過 
●基準達成 

中海・宍道湖 

児島湖 

赤潮発生海域 

河川:BOD は 4） 

湖沼・海域:COD さ 2） 
● ：基準超過 

● ：基準達成 

資料）水質 各県環境部局水質測定結果 HP 

   赤潮 「瀬戸内海の赤潮」 

   (水産庁瀬戸内海漁業調整事務所) 
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 このような状況の改善を図るべく、下水道整備区域の拡大と併せて、中国地方の各市

町村では下水処理場において、高度処理か 13）の導入を進めています。 

中国地方における高度処理の実施状況（H19） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料）中国地方整備局 

 また、中国地方には合流式下水道か 15）を採用している都市が 17 都市あります。一部

の都市では合流式下水道の改善がなされていますが、未対策箇所では雨天時に未処理下

水が放流される場合があります。この雨天時に未処理の下水の一部が放流される合流式

下水道の改善が水環境の保全上大きな課題となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                

か 13） 高度処理：下水処理において、通常の有機物除去を主とした二次処理で得られる処理水質以上の水

質を得る目的で行う処理のこと。  

※か 15）合流式下水道は次頁に注記。 

C:計画通りに事業が進まず、目
標達成がやや困難。

A:順調な実施状況で目標達成
の前倒し可能

合流式下水道改善事業の進捗状況
資料）国土交通省、H.20.8時点

合流式下水道の改善状況（H20.8） 

資料）国土交通省資料 
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資料）「広島湾再生会議資料」「斐伊川流総計画」
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○背景 

 赤潮等の発生は、閉鎖性水域は 7）における富栄養化は 5）が原因の一つとして挙げられま

す。閉鎖性水域に流入する汚濁負荷量あ 7）を削減することが抜本的な富栄養化対策とな

りますが、その流入負荷量の内訳を見ると、栄養塩類あ 4）（窒素[T-N]・リン[T-P]）では

生活系の比率が概ね３割以上あるものの、他の発生源の比率も高い状況です。したがっ

て下水道（主に生活系）だけでなく、他の発生源と合わせた削減が必要です。 
 

広島湾・宍道湖における流入汚濁負荷量の内訳 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                         

  
 
また、合流式下水道に関しては、平成 16 年 3 月に下水道法施行令が改定され、原則

として平成 25 年（一部 35 年）までにその改善の着実な実施が必要な状況です。    

は 4）  ＢＯＤ；Biochemical Oxygen Demand (生物化学的酸素要求量)：溶存酸素の存在のもとで、有機物が

生物学的に分解され安定化するために要する酸素量をいい、水の汚濁状態を表す指標の一つ。 

さ 2）  ＣＯＤ；Chemical Oxygen Demand （化学的酸素要求量）： 水中の被酸化性物質が一定条件のもとで、

酸化剤によって酸化されるに要する酸素量をいう。水の有機物質による汚濁の指標に用いられる。 

か 15） 合流式下水道：汚水および雨水を同一の管渠で排除し処理する方式です。雨天時に公共用水域へ未

処理で排出される放流負荷量の削減が課題となっている。 

は 7）  閉鎖性水域： 湖沼や内湾のように水の滞留時間が比較的長く、水の交換が行われにくい水域をい

う。 

は 5）  富栄養化： 生物生産の小さい貧栄養湖が、流域からの栄養塩類（窒素、リンなど）の負荷によってそ

の栄養塩濃度を増加し、中栄養湖ならびに富栄養湖へと遷移していく過程をいう。 

あ 4）  栄養塩類：生物が生活を営むのに必要な無機塩類のこと。海域・湖沼では、窒素・リン等の無機塩類

があげられる。 

資料）「広島湾再生会議資料」、「斐伊川流域別下水道整備総合計画資料」 
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○前ビジョンのフォローアップ 

高度処理人口普及率か 14） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

高度処理人口普及率の目標達成状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

さ 9） 総量規制：1978 年の水質汚濁防止法および瀬戸内海環境保全特別措置法の改正により導入された物

で、従来の排出水の汚濁濃度規制に対し、濃度×特定排出水量で求められる汚濁総量により規制する方

式のこと。 

※ら 2）流域別下水道整備総合計画は次頁に注記。 

か 14） 高度処理人口普及率：行政区域内の総人口に占める高度処理区域内人口の割合を示したもの。 

       高度処理人口普及率（％）=
総人口

高度処理区域内人口
×100     

【目標達成状況】 
 前ビジョンの基準年である平成 14 年から約 5％の向上を見込み、19％を目標とし

ていましたが、平成 19 年度末では 19.1％となり、目標を達成することが出来ました。 
【考察】 
 瀬戸内海流域に位置する下水処理場は、水質総量規制さ 9）による排水基準は 2）を遵

守する必要があり、水域によっては施設の増設・改築に際して高度処理の導入が必要

となってきました。 
 このため、高度処理の導入が着実に進み、目標の達成に至りました。 
今後は、流域別下水道整備総合計画ら 2）の策定等による上位計画における高度処理の

位置付けにより、これまでと同様に高度処理人口普及率の向上が見込まれます。 
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○前ビジョンのフォローアップ 

合流式下水道改善率か 16） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

合流式下水道改善率の目標達成状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ら 2） 流域別下水道整備総合計画：水質環境基準の類型指定のなされている水域について、下水道法に基づ

き策定される下水道整備に関する総合的な基本計画で流総計画とも呼ばれ都道府県が策定する。 

か 16） 合流式下水道改善率：合流式下水道により整備されている区域の面積のうち、雨天時において公共用

水域に放流される汚濁負荷量が分流式下水道並以下までに改善されている区域の面積の割合。 

        合流式下水道改善率（％）=
合流式下水道面積

積合流式下水道改善済面
×100             

【目標達成状況】 
 前ビジョンの基準年である平成 14 年から約 7％の向上を見込んだ 10％を目標と

していましたが、平成 19 年度末では 11.7％となり、目標を達成することが出来ま

した。 
【考察】 
 合流式下水道に関しては、平成 16 年 3 月に下水道法施行令が改定され、原則とし

て平成 25 年（一部 35 年）までに改善がなされることになっています。 
現在、合流式下水道を有する各市町で、合流式下水道の改善計画が策定され、一

部市町では既に実施されていることなどから目標達成に至ったものと考えられま

す。 
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２．５ 資源の有効利用 

○現状 

 下水道資源の有効利用に関しては、下水汚泥か 6）のリサイクル、下水処理水の

再利用等の方策が実施されています。 
 
 ・下水汚泥のリサイクル状況 

下水汚泥等の有効利用に関しては、各市町村等において積極的な取り組

みがなされてきており、リサイクルの用途としては、全般的に建設資材等

の比率が高くなっています。 
県市別汚泥のリサイクル状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
      資料）「下水道資源有効利用調査」（国土交通省；H19 年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                       

か 6） 下水汚泥：下水処理の各工程から発生する汚泥をいう。 
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汚泥焼却

（ガス）

汚泥処理

（電力）

その他

電力

水処理

（電力)

その他

ガス
燃料
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給
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道路・街路・工事現
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下水処理水利用状況

未利用
98.6%

再利用
1.4%

処理水再利用の内訳

・下水処理水の有効利用状況 
我が国の下水処理水の利用は処理水量全体の 1.4％であり、その用途は、

修景用水、河川の維持用水、融雪用水などに利用されています。 
昨今、再生水等に対するニーズもうたわれていることから、下水道の普

及に伴って増加する下水処理水の利用促進に積極的に取り組んでいく必

要があります。 
国は平成 20 年 2 月に「下水処理水の再利用のあり方を考える懇談会」

を設置し、水利用者や水供給事業者の視点から、今後の下水処理水の再利

用を多様な用途に展開していくために必要となる施策のあり方について

検討を進めています。 
下水処理水再利用の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 

資料) 日本の下水道 平成 20 年度版（数値は平成 17 年度） 

・温室効果ガスあ 6）の排出状況 

下水道の普及に伴って、下水道施設からの温室効果ガスの排出量は

1990 年から 2004 年の間で 54％増加しています。特に下水汚泥の焼

却に由来する温室効果ガスの増加率は、全体の伸びを大きく上回る約 2

倍の伸びとなっています。 
下水処理に伴う温室効果ガス排出量の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 

資料) 日本の下水道 平成 20 年度版 

 

(2.0 倍)    (1.6 倍)      (1.4 倍) 

（）内は 
1990 年比 
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　資料）下水道統計(H18)

汚泥のリサイ

クル先の内訳

○背景 

 山口県が全量リサイクル可能な理由として、下水汚泥を原材料として受け入れ

る大規模工場が複数立地していることが挙げられます。そして中国地方５県で

発生している汚泥の約 57%を山口県が受け入れている状況にあります。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 温室効果ガスの排出量の増加率では下水汚泥の焼却に伴うものが最も大きく

なっていますが、下水汚泥の焼却に伴って N2O（一酸化二窒素）が排出される

ことが要因の一つに挙げられます。 

N2OはCO2と比較して310倍の温室効果を有しており、下水汚泥の焼却は、

一般ごみの焼却時と比較して N2O を多く排出するといった特性を有しています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
            資料）国土交通省 HP                                

あ 6） 温室効果ガス：太陽放射に対しては比較的透明で、地表面からの赤外線放射に対しては不透明な性質をも

った気体のことをいいます。主なものには二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、各種のフロンがある。 




